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入札説明書 

 

全国農業共済組合連合会 

会長理事 髙橋 博 

 

この度、下記により一般競争入札（総合評価落札方式）を執行するので、希望があれば入札

に参加されたい。 

 

記 

 

１ 競争入札に付する事項 

（１）件  名 令和 8 年度  収入保険事務効率化における AI-OCR を活用したデータ処理及び

連携システム開発業務 

（２）仕様書等 調達仕様書のとおり 

（３）数  量 令和 8 年度 収入保険事務効率化における AI-OCR を活用したデータ処理及び

連携システム開発業務 一式 

（４）納入期限 令和 9 年 3 月 31 日 (水) 

（５）納入場所 全国農業共済組合連合会事務所（東京都千代田区一番町１９番地） 

 

２ 競争入札に参加する者に必要な資格等に関する事項 

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者に該当しない 

者であること。 

（２）本会との契約等において、次のいずれかに該当すると認められる者は、その 

事実があった後、２年が経過していない場合は、本入札に参加できない。 

１)  契約の履行にあたり故意に若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若し 

くは数量に関しての不正行為をした者 

２)  公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を 

得るために連合した者 

３）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

４）監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者 

５）正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

６)１)から５)に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に 
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あたり代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

（３）本調達を受注する業者は、本調達の実績以前 3 年以内に、政府機関、地方自治体、又は

民間企業において、全国規模の情報ネットワークシステムの設計、開発を完了した実績

を複数有するものであること。また、情報システムを導入予定のパブリッククラウドへ

の移行又は構築を行った全国規模の実績を過去３年以内に有すること。ただし、実績が

あったとしても、情報システムの受注者から委託、委任、代理又は下請けされたもので

ある場合は、ここでいう実績には含まれない。さらに、自社で AI に係るシステム・サー

ビスを開発した実績、もしくは、提供した実績があること。なお、本調達においては、

自社開発サービスを活用することは必須ではない。 

    

（４）（２）の規定に該当する者を入札代理人として使用する者は、本入札に参加できない。 

（５）複数の事業者が本業務の受託のために組織した共同事業体（民法（明治 29 年法律第 89 

号）上の組合に該当するもの。以下同じ。）による提案も可とする。共同事業体は、本業

務を実施すること等について、構成する全ての事業者の同意を得た規約書、構成する全

ての事業者が交わした協定書又は構成する全ての事業者間での契約締結書を作成する必

要がある。また、構成する全ての事業者の中から代表者を選定する。代表者は、本業務

に係る競争入札の参加及び事業の委託契約手続きを行うものとする。代表者は、上記（１）

から（４） までの条件を満たしている必要がある。また、代表者を除く他の構成員につ

いては、上記 （１）、（２）及び（４）の条件を満たすとともに、全省庁統一資格を有し

ている（全省庁統一資格を持たない者は別途資格審査を受ける）必要がある。なお、共

同事業体に参加する構成員は、他の共同事業体の構成員となることまたは単独で入札に

参加することはできない。 

 

３ 入札方法及び提案書の提出方法 

（１）入札方法 

入札金額は、上記件名に係る代金額の上限としての総価を別紙３「入札書」に記載する

こと。 

なお、落札決定に当たっては、入札金額に１００分の１０に相当する額を加算した金額

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額

を入札金額とすること。 

また、この契約金額は概算契約における上限額でしかなく、事業を実施した結果、実際
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の所要金額がこの契約金額を下回る場合には、額の確定の上、実際の所要金額を支払うこ

ととする。 

（２）提案書の提出 

   応札資料作成要領に定めるところにより、入札者は、提案書及び提案事項番号欄に該当

項を記載した評価項目一覧を、下記 5に定める提出期限までに提出場所に提出すること。 

   なお、提案書提出に係る企画提案会については、下記 6 に定める場所及び日時で行う。 

（３）証明書等の提出 

入札に参加しようとする者は、以下の書類を下記 5 に定める提出期限までに提出場所へ

提出すること。期日までに提出がなかった者及び入札参加資格があると認められない者に

ついては、この入札に参加することはできない。 

・別記様式第２号(第８関係)「契約に係る指名停止等に関する申立書」 

・別紙１「誓約書」 

・別紙２「暴力団等反社会的勢力ではないこと等に関する表明・確約書」 

・２（３）の参加資格を満たしていることを証明する書類の写し 

・調達仕様書「６.(1)公的な資格や認証等の取得」を証明する書類の写し 

 

４ 入札説明会 

（１）場 所 全国農業共済会館 1 階会議室 

（２）日 時 令和 8 年 5 月 18 日（月） 午後 1 時 30 分 

 

５ 入札書及び提案書等の提出場所及び提出期限 

（１）場 所 全国農業共済組合連合会事務所 (東京都千代田区一番町 19 番地) 

（２）日 時 令和 8 年 5 月 25 日（月） 午後 5 時 

 

６ 企画提案会の場所及び日時 

（１）場 所 全国農業共済会館 1 階会議室 

（２）日 時 令和 8 年 5 月 26 日（火） 午後 1 時 30 分 

 

７ 提案書等の審査 

入札者が提出した提案書等は、評価項目一覧（提案要求事項）に記載している評価基準及

び評価手順書に基づき評価し、技術点を決定する。評価項目のうち必須項目については、基

礎点に満たなければ不合格とする。 
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８ 開札の場所及び日時 

（１）場 所 全国農業共済会館 1 階会議室 

（２）日 時 令和 8 年 5 月 26 日（火） 午後 5 時 

 

９ 入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者による入札又は入札に関する条件に違反した入札は、

無効とする。 

 

10 入札保証金及び契約保証金 

免除する。 

 

11 契約書作成の要否 

要 

 

12 落札者の決定方法 

（１）会長理事が定めた予定価格の制限の範囲内で、入札説明書で示す要求事項のうち必要項

目の最低限の要求を全て満たしている提案をした入札者の中から、総合評価の方法をも

って落札者を定めるものとする。 

（２）落札となるべき同総合評価点の入札者が２人以上有るときは、当該入札者に「くじ」を

引かせて落札者を決定する。 

 

13 再度入札  

（１）開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がない場合は、開札結果及び再度入

札を行う旨を入札者に通知し、速やかに再度入札を 1 回行う。  

（２）再度入札は、以下の①～③の要件で行うこととし、入札者は、同通知の記載の日時まで

に、指定の場所へ再度入札書を持参（又は郵送）する。  

①予定価格その他の条件は変更しない。 

 ②当初の入札に加わらなかった者、もしくは、当初の入札において、入札を無効とされた者

の参加は認められない。  

③当初入札の最低価格を上回る金額での入札は無効とする。 
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14 再度入札においても落札者がいない場合の対応 

（１）再度入札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がない場合は、再度入札参加者

のうち、予定価格に一番近い者と契約締結のための交渉を行う。  

（２）交渉が成立しないときは、入札不調とする。 

 

15 入札に関する質問の受付等 

入札説明書又は調達仕様書等に関する質問がある場合は、次により質問書を提出すること。 

（１）提出期限 令和 8 年 5 月 21 日（木）午後 5 時 

（２）提出場所 全国農業共済組合連合会 業務部 システム課 

電話：03-6265-4806 FAX：03-6265-4807 

メールアドレス：system@nosai-zenkokuren.or.jp 

（３）提出方法 質問書（別紙６）を上記メールアドレスに提出すること。 

 

（４）質問書への回答 令和 8 年 5 月 22 日（金）午後 3 時までに回答する。 

 

16 その他 

多様な働き方の推進の観点から、入札書の提出及び開札方法は、原則、郵送等での提出と

し、入札室での立ち会い方式での開札は実施しない。（入札結果については、応札者全員にメ

ールや電話等で通知し、落札者には別途、通知文書を送付する。） 

本入札説明書に記載なき事項は、入札心得書による。入札を希望する者に調達仕様書等を

配布する。 


